
令和元年度　公文書開示状況（令和元年１０月決定分）

福祉保健局

表の見方

＜決定区分＞について

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」と表記しています。

＜（根拠規定）条例７条＞について

・一部開示、非開示及び存否応答拒否について、東京都情報公開条例第７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」と表記しています。

・各号に定める非開示事項は以下のとおりです。

７条１号 法令秘情報

７条２号 個人情報

７条３号 事業活動情報

７条４号 犯罪の予防・捜査等情報

７条５号 審議、検討又は協議に関する情報

７条６号 行政運営情報

７条７号 任意提供情報

７条８号 特定個人情報

７条９号 死者の個人番号

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名及びそれらの特定に結びつく可能性のある情報は、〇〇と表記しています。

・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。

ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。

＜公文書の総枚数＞について

・CD-R等に複写し交付している場合や、文書不存在等により公文書を交付していない場合は、総枚数欄が空欄になります。
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令和元年度　公文書開示状況（１０月決定分）　福祉保健局
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1 R1.9.17 R1.9.26 意見書「東京都児童相談所一時保護所」 41 1 1 1

○公にすることにより、犯罪の誘因となるおそれがあると認
められ、条例第７条第４号に該当するため

○個人に関する情報で特定の個人を識別することができるも
のであるため、東京都情報公開条例第７条第２号に該当する
ため

福祉保健局少子社会対
策部家庭支援課

2 R1.9.26 R1.10.1
医療法人○○に係る平成２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書　監事監査報告書
医療法人○○の定款

8 1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

3 R1.9.26 R1.10.1 医療法人○○に係る平成２９年度の事業報告等提出書添付書類のうち閲覧に供するもの 1 対象の公文書が提出されておらず、存在しないため
福祉保健局医療政策部
医療安全課

平成31年3月26日から令和元年7月31日までの以下の文書
１　平成30年度　通常監視日報（豊洲市場）
２　平成30年度　早朝監視日報（豊洲市場）
３　平成31年度　通常監視日報（豊洲市場）
４　平成31年度　早朝監視日報（豊洲市場）
５　処理票（平成31年4月9日受付）
６　処理票（令和元年5月28日受付）
７　処理票（令和元年5月28日受付）
８　処理票（令和元年5月28日受付）
９　処理票（令和元年5月28日受付）
10　処理票（令和元年5月28日受付）
11　処理票（令和元年6月10日受付）
12　処理票（令和元年6月14日受付）
13　処理票（令和元年7月8日受付）
14　処理票（令和元年5月6日受付）
15　処理票（令和元年6月28日受付）
16　処理票（令和元年7月17日受付）
17　苦情相談記録（平成31年3月26日受付）
18　苦情相談記録（平成31年4月11日受付）
19　苦情相談記録（平成31年4月18日受付）
20　苦情相談記録（令和元年5月11日受付）
21　苦情相談記録（令和元年5月20日受付）
22　苦情相談記録（令和元年6月3日受付）
23　苦情相談記録（令和元年6月15日受付）
24　苦情相談記録（令和元年6月15日受付）
25　苦情相談記録（令和元年6月27日受付）
26　苦情相談記録（令和元年7月4日受付）
27　毒魚発見報告書（平成31年4月11日）
28　毒魚発見報告書（平成31年4月13日）
29　毒魚発見報告書（令和元年5月25日）
30　毒魚発見報告書（令和元年6月15日）
31　毒魚発見報告書（令和元年6月21日）

5 R1.9.20 R1.10.1 診療所台帳（福生市に所在する○○） 2 1
福祉保健局西多摩保健
所企画調整課

6 R1.9.25 R1.10.1 施術所台帳（あはき）（西多摩保健所管内において、令和元年9月25日までに、新規に開設の届出があった施設） 1
福祉保健局西多摩保健
所企画調整課

788

第７条第２号
担当者名、担当者部署、電話番号は個人に関する情報で、特
定の個人を識別することができるものであるため。
第７条第３号
店舗番号、店舗名、指摘事項に係る写真等は、事業者への指
導等に係る情報であり、公にすることにより事業者が特定さ
れたり指導内容が明らかになるなど、当該事業者の事業運営
上の地位が損なわれるため。
第７条第４号
公にすることにより、印影偽造等の犯罪の予防、鎮圧又は捜
査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれが
あるため。

福祉保健局市場衛生検
査所検査課

R1.10.1R1.8.14

決定区分 （根拠規定）条例７条

1 1 1 1
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決定区分 （根拠規定）条例７条

7 R1.9.25 R1.10.1
多摩立川保健所管内における食品営業許可台帳のうち、立川市○○に所在する○○の初回許可年月日

1 1
福祉保健局多摩立川保
健所生活環境安全課

8 R1.9.20 R1.10.1
診療所台帳及び歯科診療所台帳
※多摩府中保健所管内(武蔵野市、三鷹市及び調布市)のうち新規に開設を確認した施設

2 1
福祉保健局多摩府中保
健所企画調整課

9 R1.9.20 R1.10.1 多摩小平保健所管内の食品営業許可台帳（令和元年7月19日から令和元年9月19日の間に新規に食品営業許可した個人事業者） 5 1
福祉保健局多摩小平保
健所企画調整課

10 R1.9.20 R1.10.1 多摩小平保健所管内の理容所台帳、美容所台帳（令和元年7月19日から令和元年9月19日の間に新規に営業許可した個人事業者） 2 1
福祉保健局多摩小平保
健所企画調整課

11 R1.9.18 R1.10.2 子育て推進交付金の多摩市への交付決定額およびその内訳の算定内容がわかる資料（Ｈ３０年度分） 12 1
福祉保健局少子社会対
策部保育支援課

12 R1.9.18 R1.10.2 職員課が保有する文書のうち保護課○○区指導担当課長代理の都民との電話における発言に関する文書 1
該当する公文書を作成及び取得しておらず、対象公文書が存
在しないため。

福祉保健局総務部職員
課

13 R1.9.19 R1.10.3
診療所台帳及び歯科診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（令和元年８月２１日か
ら令和元年９月１９日までに、新規に開設届を受理した施設及び廃止届を受理した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

14 R1.9.19 R1.10.3
薬局台帳、店舗販売業台帳、卸売販売業台帳及び高度管理医療機器販売業・貸与業台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府
中保健所及び多摩小平保健所）（令和元年８月２１日から令和元年９月１９日までに新規に開設届を受理した施設及び廃止届を受理した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

15 R1.9.19 R1.10.3
診療所台帳及び歯科診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（令和元年８月１７日か
ら令和元年９月１９日までに廃止届を受理した施設及び新規に開設の届出を受けた施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

16 R1.9.19 R1.10.3
薬局台帳、店舗販売業台帳及び医薬品卸売販売業台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）
（令和元年８月１７日から令和元年９月１９日までに廃止届、休止届を受理した施設及び新規に開設の許可を受けた施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

17 R1.9.19 R1.10.3 診療所休止届（南多摩保健所及び多摩府中保健所）（令和元年８月１７日から令和元年９月１９日までに休止届を受理した施設） 1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

18 R1.9.27 R1.10.4
施術所台帳（あはき）
※多摩府中保健所において、令和元年９月２７日現在開業している施設の①名称、②所在地、③電話番号、④開設者名、⑤開設届出年月日 12 1

福祉保健局多摩府中保
健所企画調整課

19 R1.9.25 R1.10.7

医療法人○○（２法人分）に係る平成２５年度のもの、医療法人○○に係る平成２６年度のもの、医療法人○○（６法人分）に係る平成２７年度
のもの、医療法人○○（２１法人分）に係る平成２８年度のもの、医療法人○○（２１５法人分）に係る平成２９年度のもの、及び医療法人○○
に係る平成３０年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（会計年度が平成２９年４月２日以後に開始する
ものに添付）　監事監査報告書

1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

20 R1.9.25 R1.10.7 医療法人○○（２法人分）の事業報告等提出書添付書類のうち閲覧に供するもの 1 対象の公文書が提出されておらず、存在しないため
福祉保健局医療政策部
医療安全課

21 R1.9.27 R1.10.7

(１) 東京都所管医療法人（社会医療法人を除く）に係る平成２７年度収受～３１年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（会計年度が平成２９年４月２日以後に開始する
ものに添付）　監事監査報告書
(２) 社会医療法人○○に係る平成２６年度収受、２７年度収受（２法人分）、２８年度収受（２法人分）、２９年度収受（２法人分）、及び３０
年度収受（２法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等
加算件数明細表　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付
表３（保有する資産の明細表）
(３) 社会医療法人○○に係る平成２６年度収受～３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等
加算件数明細表　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　添付書類５（小児救急医療）　時間外等加算件数明細表
理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(４) 社会医療法人○○に係る平成２６年度収受（８法人分）、２７年度収受（９法人分）、２８年度収受（９法人分）、２９年度収受（９法人
分）、及び３０年度収受（９法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（会計年度が平成２９年４月２日以後に開始する
ものに添付）　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　理事、監
事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(５）社会医療法人○○に係る平成２６年度収受、２８年度収受、及び３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書
(６）社会医療法人○○に係る平成２７年度収受、２８年度収受（２法人分）、２９年度収受（２法人分）、及び３０年度収受（２法人分）のもの
で、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等
加算件数明細表　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）

1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

22 R1.10.3 R1.10.7

(１) 東京都所管医療法人（社会医療法人を除く）に係る平成２９年度収受～３１年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（会計年度が平成２９年４月２日以後に開始する
ものに添付）　監事監査報告書
(２) 社会医療法人○○に係る平成２９年度収受（２法人分）、及び３０年度収受（２法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等
加算件数明細表　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付
表３（保有する資産の明細表）
(３) 社会医療法人○○に係る平成２９年度収受及び３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等
加算件数明細表　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　添付書類５（小児救急医療）　時間外等加算件数明細表
理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(４) 社会医療法人○○に係る平成２９年度収受（９法人分）、及び３０年度収受（９法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（会計年度が平成２９年４月２日以後に開始する
ものに添付）　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　理事、監
事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(５）社会医療法人○○に係る平成２９年度収受（２法人分）、及び３０年度収受（２法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等
加算件数明細表　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(６）社会医療法人○○に係る平成３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書

1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

4 / 13 ページ



月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

23 R1.10.2 R1.10.7

（１）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（令和元年9月1日から令和元年9月
30日までに新規に許可を取得した特別区内のもの。ただし、名称、所在地、開設者氏名、許可番号及び許可開始年月日が記載されている部分に限
る。）
（２）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（令和元年9月1日から令和元年9月
30日までに廃止届を受理した特別区内のもの。ただし、名称、所在地、開設者氏名、許可番号、廃止年月日及び届出収受日が記載されている部分
に限る。）
（３）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（令和元年9月1日から令和元年9月
30日までに休止届を受理した特別区内のもの。ただし、名称、所在地、開設者氏名、許可番号、休止年月日及び届出収受日が記載されている部分
に限る。）
（４）医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（令和元年9月1日から令和元年9月
30日までに再開届を受理した特別区内のもの。ただし、名称、所在地、開設者氏名、許可番号、再開年月日及び届出収受日が記載されている部分
に限る。）

4 1
福祉保健局健康安全研
究センター広域監視部
薬事監視指導課

24 R1.9.24 R1.10.7 東京都健康安全研究センター（R元）本館等照明設備改修工事の積算内訳書及び諸経費設計書 14 1
福祉保健局健康安全研
究センター企画調整部
管理課

25 R1.9.11 R1.10.9 PFCｓ調査結果・平成19-20年度 4 1 1 1 1

東京都情報公開条例第７条第２号
　特定の個人を識別することが可能な個人に関する情報（他
の情報と照合することにより、特定の個人を識別することが
可能となる情報を含む）であり、公にすることにより個人の
権利利益を害するおそれがあるため。
東京都情報公開条例第７条第６号
　公にしないとの条件で開示請求者以外の者の協力を経て収
集した情報であり、これを公にすることにより、その信頼を
不当に損ない、今後の適正な調査研究に支障が生じるため。
東京都情報公開条例第７条第７号
　開示請求者以外の者が、実施機関の要請を受けて、公にし
ないとの条件で任意に提供した情報であって、これを公にす
ることにより、その信頼を不当に損なうことになると認めら
れるため。

福祉保健局健康安全研
究センター企画調整部
管理課

26 R1.9.24 R1.10.9 医療法人○○定款 1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

27 R1.9.24 R1.10.9 役員及び社員の名簿（医療法人○○設立時） 1 1 1

　対象部分は、当該法人の役員個人に関する情報であって、
公にすることにより、特定の個人を識別することができるこ
とから、東京都情報公開条例第7条第2号に該当する。
　対象部分は、公にすることにより、偽造等のおそれがあ
り、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その
他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすと認められるた
め、東京都情報公開条例第7条第4号に該当する。

福祉保健局医療政策部
医療安全課

28 R1.9.11 R1.10.9
　平成１９、２０年度に実施した「東京都多摩地域地下水中の有機フッ素化合物の存在実態　調査」の調査について、５市（立川市・昭島市・小
平市・国分寺市・国立市）４４地点の専用水道のうち、調査結果が無い地点については、該当する文書が無い旨の返答。

1
請求のあった文書があるかないかを明らかにすることで、非
開示情報を開示してしまうこととなるため

福祉保健局健康安全研
究センター企画調整部
管理課

29 R1.9.30 R1.10.10
食品営業許可台帳（武蔵野市、三鷹市、小金井市、国分寺市及び西東京市）（令和元年８月３１日から令和元年９月３０日までに営業の許可を取
得した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

30 R1.9.30 R1.10.10
診療所台帳、歯科診療所及び施術所台帳（あはき・柔整）（武蔵野市、三鷹市、小金井市、国分寺市及び西東京市）（令和元年８月３１日から令
和元年９月３０日までに開設届を受理した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

31 R1.9.30 R1.10.10 薬局台帳（武蔵野市、三鷹市、小金井市、国分寺市及び西東京市）（令和元年８月３１日から令和元年９月３０日までに開設を許可した施設） 1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

32 R1.9.30 R1.10.10
理容所台帳、美容所台帳及びクリーニング所台帳（武蔵野市、三鷹市、小金井市、国分寺市及び西東京市）（令和元年８月３１日から令和元年９
月３０日までに新規に営業を確認した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

33 R1.10.1 R1.10.11
診療所台帳及び歯科診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（令和元
年９月１日から令和元年９月３０日までに、新規に開設の届出を受けた施設及び廃止届を受理している施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

34 R1.10.1 R1.10.15
薬局台帳、店舗販売業台帳、卸売販売業台帳及び高度管理医療機器等販売業・貸与業台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩
府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（令和元年９月１日から令和元年９月３０日までに、新規に開設を許可した施設及び廃止届を受
理している施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

35 R1.10.1 R1.10.11
診療所台帳及び歯科診療所（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（令和元年９月１日から令和
元年９月３０日までに廃止届を受けた施設及び開設の届出を受けた施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

36 R1.10.1 R1.10.10
美容所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（令和元年９月１日から令和
元年９月３０日までに新規に営業を確認した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

37 R1.10.1 R1.10.11
施術所台帳（あはき・柔整）（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（令和元年
９月１日から令和元年９月３０日までに新規に開設の届出を受けた施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

38 R1.10.1 R1.10.11
食品営業許可台帳（立川市、国立市、東大和市、武蔵村山市、府中市、調布市、狛江市、小平市、東村山市、清瀬市及び東久留米市）（令和元年
６月７日から令和元年９月３０日までに新規に営業を許可した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

39 43739 R1.10.11
理容所台帳、美容所台帳及びクリーニング所台帳（立川市、国立市、東大和市、武蔵村山市、府中市、調布市、狛江市、小平市、東村山市、清瀬
市及び東久留米市）（令和元年６月７日から令和元年９月３０日までに新規に営業を確認した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

40 R1.10.1 R1.10.11
診療所台帳、歯科診療所台帳及び施術所台帳（立川市、国立市、東大和市、武蔵村山市、府中市、調布市、狛江市、小平市、東村山市、清瀬市及
び東久留米市）（令和元年６月７日から令和元年９月３０日までに新規に開設の届出を受けた施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

41 R1.10.1 R1.10.11
薬局台帳（立川市、国立市、東大和市、武蔵村山市、府中市、調布市、狛江市、小平市、東村山市、清瀬市及び東久留米市）（令和元年６月７日
から令和元年９月３０日までに新規に開設を許可した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

42 R1.10.1 R1.10.11
施術所台帳（あはき・柔整）（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（令和元９月１日から令和
元年９月３０日までに新規に開設の届出を受けた施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

43 R1.10.1 R1.10.11
理容所台帳及び美容所台帳（青梅市、福生市、羽村市、あきる野市、瑞穂町、日の出町、檜原村、奥多摩町、多摩市、稲城市、立川市、昭島市、
国分寺市、東大和市、武蔵村山市、武蔵野市、三鷹市、府中市、小金井市、狛江市、小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市及び西東京市）（令
和元年９月１日から令和元年１０月１日までに新規に営業を確認した施設）

6 1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

44 R1.10.4 R1.10.11
診療所台帳及び歯科診療所台帳
※多摩府中保健所管内(武蔵野市、三鷹市及び調布市)のうち新規に開設を確認した施設

2 1
福祉保健局多摩府中保
健所企画調整課

45 R1.10.4 R1.10.10
美容所台帳
※令和元年年９月１日から令和元年９月３０日までに新規に営業を確認した施設

1 1
福祉保健局多摩府中保
健所企画調整課

46 R1.8.19 R1.10.10

・指定医療機関医療担当規程の一部改正について（通知）（平成３０年９月２８日付社援発０９２８第８号）
・「生活保護法施行細則準則について」の一部改正について（通知）（平成２６年４月２５日付社援発０４２５第２号）
・「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）（令和元年８月２７日付社援発０８２７第５号）
・「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）（平成２８年３月３１日付社援発０３３１第４号）
・「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」の一部改正について（通知）（平成２６年４月２５日付社援保発０４２５第１号）
・「生活保護問答集について」の一部改正について（平成２８年３月３１日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）
・「生活保護問答集について」（平成２１年３月３１日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）
・「生活保護行政を適正に運営するための手引きについて」の一部改正について(通知）（平成２６年４月２５日付社援保発０４２５第３号）
・改元に伴う厚生労働省社会・援護局長通知（生活保護関係）の一部改正について（通知）（令和元年５月27日付社援発０５２７第１号）
・「生活保護法による医療扶助運営要領について」の一部改正について(通知）（令和元年８月２７日付社援発０８２７第６号）
・「生活保護法による医療扶助運営要領について」の一部改正について(通知）（平成２８年３月３１日付社援発０３３１第１０号）
・「生活保護法による医療扶助運営要領について」の一部改正について(通知）（平成２７年３月３１日付社援発０３３１第８号）
・「生活保護法による医療扶助運営要領について」の一部改正について(通知）（平成２６年４月２５日付社援発０４２５第１２号）
・「生活保護法による医療扶助運営要領について」の一部改正について(通知）（平成２０年４月１日付社援発第０４０１００５号）
・「生活保護法による医療扶助運営要領について」の一部改正等について(通知）（平成１９年３月２９日付社援発第０３２９０１１号）
・「生活保護法による医療扶助運営要領について」の一部改正について(通知）（平成１５年３月２８日付社援発第０３２８０１０号）
・保護変更申請書(傷病届)による医療扶助の取扱いについて(昭和47年12月1日 社保第194号)
・「生活保護法施行事務監査の実施について」の一部改正について（平成３１年３月２９日付社援発０３２９第３１号）

69 1
福祉保健局生活福祉部
保護課

47 R1.10.4 R1.10.11
多摩府中保健所管内（武蔵野市、三鷹市及び調布市）の食品営業許可台帳（令和元年９月１日から令和元年９月３０日までに新規に営業を許可し
た施設）

1 1
福祉保健局多摩府中保
健所企画調整課

48 R1.9.17 R1.10.15
2017年度以降の、広尾病院及び広尾看護専門学校の建替えに当たって、設計と施工を分離して発注する方式（従来方式）とそれ以外の方式につい
て検討した文書（福祉保健局作成分）

1

当該公文書は、広尾病院及び広尾看護専門学校の建替えに当
たって、設計と施工を分離して発注する方式（従来方式）と
それ以外の方法について、福祉保健局では作成しておらず、
文書が存在しないため

福祉保健局医療政策部
医療人材課

49 R1.10.4 R1.10.15
医療法人○○に係る平成２６～３０年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（平成３０年度のものに添付）　監事監査報告書

1
福祉保健局医療政策部
医療安全課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

50 R1.10.4 R1.10.15 医療法人○○の定款 1 1

対象部分は、公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜
査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持
に支障を及ぼすと認められるため、東京都情報公開条例第7条
第4号に該当する。

福祉保健局医療政策部
医療安全課

51 R1.10.7 R1.10.15 平成２８年２月、８月、平成２９年２月、８月、平成３０年２月、８月、平成３１年２月及び令和元年８月設立認可の東京都所管医療法人名簿 27 1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

52 R1.10.9 R1.10.15
東京都所管医療法人に係る平成３１年度（令和元年度）収受のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（会計年度が平成２９年４月２日以後に開始する
ものに添付）　監事監査報告書

1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

53 R1.10.8 R1.10.15

医療法人○○（２法人分）に係る平成２８年度及び２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書

医療法人○○の定款

44 1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

54 R1.10.8 R1.10.15 医療法人○○の定款 1 1

対象部分は、公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜
査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の安全と秩序の維持
に支障を及ぼすと認められるため、東京都情報公開条例第7条
第4号に該当する。

福祉保健局医療政策部
医療安全課

55 R1.10.8 R1.10.15 医療法人○○（２法人分）の平成３０年度の事業報告等提出書添付書類のうち閲覧に供するもの 1 対象の公文書が提出されておらず、存在しないため
福祉保健局医療政策部
医療安全課

56 R1.10.1 R1.10.15
薬局台帳及び卸売販売業台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（令和元年９月１日から令
和元年９月３０日までに廃止届を受けた施設及び開設の届出を受けた施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

57 R1.9.27 R1.10.15 多摩小平保健所管内の施術所台帳（あはき）（令和元年9月27日現在） 10 1
多摩小平保健所企画調
整課

58 R1.10.3 R1.10.16
理容所台帳及び美容所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（令和元年９
月１日から令和元年９月３０日までに新規に営業を確認した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

59 R1.10.2 R1.10.16
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（令和元年１０月１日現在で特別区内の
もの。ただし、①営業所名称、②営業所所在地、③開設者氏名、④許可番号及び⑤有効期間が記載されている部分に限る。）

1 1
健康安全研究センター
広域監視部薬事監視指
導課

60 R1.10.3 R1.10.17
食品営業許可台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（令和元年９月３０日現在、営業の許
可を受けている飲食店営業所（ただし、許可のある集団給食のみ）及び届出を受けている集団給食届出施設）

1 1

食品営業台帳には、食品衛生法に規定する集団給食営業施設
の屋号及び営業所所在地等が記載されているが、これを公開
することで行政運営に支障を及ぼすおそれがある施設が含ま
れており、このことが東京都情報公開条例第７条第６号に該
当するため、非開示とする。

福祉保健局保健政策部
保健政策課

61 R1.10.7 R1.10.18
理容所台帳及び美容所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（令和元年９月１日から令和
元年９月３０日までに新規に営業を確認した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

・生活保護法施行細則準則について（通知）（平成１２年３月３１日付社援第８７１号）
・「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）（平成３０年３月３０日付厚生労働省発社援０３３０第２号）
・「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）（平成２８年３月３１日付社援発０３３１第４号）
・「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）（平成３１年３月２９日付社援発０３２９第３６号）
・「「生活保護法による保護の実施要領について」の一部改正について（通知）（令和元年８月２７日社援発０８２７第５号）」の一部修正につ
いて（令和元年１０月１日付社援発１００１第２号）
・「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」の一部改正について（通知）（平成２１年３月３１日付社援保発０３３１００１号）
・「生活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」の一部改正について（通知）（平成３０年９月４日付社援保発０９０４第１号）
・「生活保護法による保護の基準」の一部改正について（通知）（平成３１年３月２９日付社援発０３２９第２０号）
・「生活保護法による保護の基準」の一部改正について（通知）（令和元年７月１７日付社援発０７１２第２号）
・「生活保護問答集について」（平成２１年３月３１日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）
・「生活保護問答集について」の一部改正について（平成２３年３月３１日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）
・「生活保護問答集について」の一部改正について（平成２４年３月３０日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）
・「生活保護問答集について」の一部改正について（平成２５年７月１日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）
・「生活保護問答集について」の一部改正について（平成２８年３月３１日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）
・「生活保護問答集について」の一部改正について（平成３０年９月４日付厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）
・「生活保護行政を適正に運営するための手引きについて」の一部改正について(通知）（平成２６年４月２５日付社援保発０４２５第３号）
・「生活保護法施行事務監査の実施について」の一部改正について（平成３１年３月２９日付社援発０３２９第３１号）
・生活保護の生業扶助（技能修得費）の適正な給付等について（平成２５年５月１６日付社援保発０５１６第５号）
・学習支援費の支給事務における学校等の関係機関との連携について（平成３０年９月４日付厚生労働省社会・援護局保護課事務連絡）
・生活保護基準の見直しに伴い他制度に生じる影響について（通知）（令和元年９月２７日付厚生労働省発社援０９２７第３号）
・炭鉱離職者臨時措置法に基づく職業訓練を受ける炭鉱離職者に係る生活保護法による生業扶助等の取扱いについて（昭和３６年７月６日付社発
第５２２号）
・公共職業訓練を受ける駐留軍関係離職者等に係る生活保護法による生業扶助等の取扱いについて（通達）（昭和３６年１０月２日付社発第７３
０号）
・日雇労働者転職促進職業訓練を受ける者にかかる生活保護法による生業扶助等の取扱いについて（通達）（昭和３７年１０月１３日付社発第６
６８号）
・中高年令失業者等に対する就職促進の措置を受けた者にかかる生活保護法による生業扶助等の取扱いについて（通達）（昭和３９年２月１８日
付社発第９６号）
・家族授産を利用する者の生業扶助の決定について（通知）（昭和３９年８月５日付社発第３９３号）
・生活保護法による保護の実施要領の改正について（通達）（昭和３９年８月１９日付社発第４０９号）

福祉保健局生活福祉部
保護課

62 R1.9.5 R1.10.18 195 1
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決定区分 （根拠規定）条例７条

63 R1.9.5 R1.10.18

・平成３０・３１年度保護課新転任職員研修日程（保護課）
・生活保護制度のあらまし（平成３０年度及び平成３１年度）
・生活保護における自立支援の現状と東京都の施策について（平成３０年度及び平成３１年度）
・保護の決定実施について（平成３０年度及び平成３１年度）
・福祉事務所の現状と課題（平成３０年度及び平成３１年度）
・保護施設の現状について（平成３０年度及び平成３１年度）
・宿泊所の現状について（平成３０年度及び平成３１年度）
・医療扶助について（平成３０年度及び平成３１年度）
・平成３０・３１年度保護課新転任職員研修　介護扶助について（概要）
・指導検査とは<検査要綱、要領、検査の目安等›（平成３０年度及び平成３１年度）
・事務担当者の業務について（平成３０年度及び平成３１年度）
・運営管理事項及び検査書等について（平成３０年度及び平成３１年度）
・査察指導員の業務について（平成３０年度及び平成３１年度）
・医療扶助の指導検査について（平成３０年度及び平成３１年度）
・介護扶助の指導検査について（平成３０年度及び平成３１年度）
・ミニ研修「世帯分離」（平成３０年度及び平成３１年度）
・ミニ研修「法第６３条」（平成３０年度及び平成３１年度）
・ミニ研修「資産活用」（平成３０年度及び平成３１年度）
・ミニ研修「面接相談の基本的考え方」（平成３０年度及び平成３１年度）
・ミニ研修「廃止」（平成３０年度及び平成３１年度）
・ミニ研修「訪問調査及び援助方針」（平成３０年度及び平成３１年度）

1
福祉保健局生活福祉部
保護課

64 R1.9.5 R1.10.18
・担当課長代理の業務について（平成３０年度及び平成３１年度）
・一般ケース検討の内容と流れ（平成３０年度及び平成３１年度）

1 1

（7条2号）
個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの
（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別するこ
とができることとなるものを含む。）であるため。

福祉保健局生活福祉部
保護課

65 R1.10.7 R1.10.21
理容所台帳及び美容所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（令和元年９月１日から令和
元年９月３０日までに新規に営業を確認した施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

66 R1.10.7 R1.10.21
高度管理医療機器等販売業・貸与業台帳及び管理医療機器等販売業・貸与業台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健
所及び多摩小平保健所）（令和元年１０月７日現在までに、開設の許可を受けている施設または届出を行っている施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

67 R1.10.16 R1.10.23
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律に基づく医薬品卸売販売業許可台帳（令和元年１０月１６日現在で特別区内
のもの。ただし、①開設者氏名、②営業所名称、③営業所所在地、④許可番号及び⑤有効期間が記載されている部分に限る。）

1 1
健康安全研究センター
広域監視部薬事監視指
導課

68 R1.10.11 R1.10.24
食品営業許可台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（令和元年１０月１１
日現在までに、営業の許可を受けている施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

69 R1.10.11 R1.10.24
診療所台帳及び歯科診療所（西多摩保健所管内及び多摩立川保健所管内（武蔵村山市のみ））（令和元年９月３０日現在までに開設の届出を受け
ている施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

70 R1.10.11 R1.10.24
薬局台帳及び卸売販売業台帳（西多摩保健所管内及び多摩立川保健所管内（武蔵村山市のみ））（令和元年９月３０日現在までに開設の許可を受
けている施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

1172
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決定区分 （根拠規定）条例７条

71 R1.10.10 R1.10.24 誤りのある都民の個人情報を使用した文書を作成及び利用できることが分かる文書 1
該当する公文書を作成及び取得しておらず、対象公文書が存
在しないため。

福祉保健局総務部職員
課

72 R1.10.18 R1.10.25
医療法人○○（２法人分）に係る平成２７年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書

13 1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

73 R1.8.26 R1.10.25 2018年1月1日から2019年8月26日までに届け出のあった、病院開設許可申請書の1枚目と1階平面図 1 1 1 1

　対象部分は、個人に関する情報で、特定の個人を識別する
ことができることから、東京都情報公開条例第7条第2号に該
当する。
　対象部分は、病院の事業規模を推測することができ、公に
することにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地位そ
の他社会的な地位が損なわれると認められるものであり、東
京都情報公開条例第7条第3号に該当する。
　対象部分は、公にすることにより、偽造等のおそれがあ
り、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その
他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすと認められるた
め、東京都情報公開条例第7条第4号に該当する。

福祉保健局医療政策部
医療安全課

74 R1.8.26 R1.10.25 土地利用計画図と病院の建築計画概要書 1 対象の公文書を取得しておらず、存在しないため。
福祉保健局医療政策部
医療安全課

75 R1.9.2 R1.10.25

平成２９年５月１日から令和元年９月１日までに提出された医師の定員が５名以上の病院の病院開設許可申請書のうち、以下の部分
（１）表紙（病院住所、開設者、開設日の記載があるもの。
　　なお、開設日の記載がなければ、申請日が分かるもの）
（２）配置図（建物の配置が分かる図面。該当ある場合のみ。）
（３）１階平面図

57 1 1 1 1

　対象部分は、個人に関する情報で、特定の個人を識別する
ことができることから、東京都情報公開条例第7条第2号に該
当する。
　対象部分は、病院の事業規模を推測することができ、公に
することにより、当該法人の競争上又は事業運営上の地位そ
の他社会的な地位が損なわれると認められるものであり、東
京都情報公開条例第7条第3号に該当する。
　対象部分は、公にすることにより、偽造等のおそれがあ
り、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その
他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすと認められるた
め、東京都情報公開条例第7条第4号に該当する。

福祉保健局医療政策部
医療安全課

76 R1.10.16 R1.10.25
診療所台帳及び歯科診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所、多摩小平保健所及び島しょ保健所）（令和元
年１０月１６日現在までに開設の届出を受けている施設及び令和元年７月１７日から令和元年１０月１６日までに新規に休止及び廃止の届出を受
けた施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

77 R1.10.15 R1.10.25
診療所台帳及び歯科診療所台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）（令和元年９月２０日か
ら令和元年１０月１５日までに廃止届を受理した施設及び新規に開設の届出を受けた施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

78 R1.10.15 R1.10.25
薬局台帳、店舗販売業台帳及び医薬品卸売販売業台帳（西多摩保健所、南多摩保健所、多摩立川保健所、多摩府中保健所及び多摩小平保健所）
（令和元年９月２０日から令和元年１０月１５日までに廃止届、休止届を受理した施設及び新規に開設の許可を受けた施設）

1
福祉保健局保健政策部
保健政策課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

79 R1.10.15 R1.10.25 診療所休止届（多摩府中保健所）（令和元年９月２０日から令和元年１０月１５日までに休止届を受理した施設） 1
福祉保健局保健政策部
保健政策課

80 R1.10.17 R1.10.28 病院台帳（○○病院分） 1 1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

81 R1.10.23 R1.10.28
診療所台帳
※多摩府中保健所管内の施設○○

1 1
福祉保健局多摩府中保
健所企画調整課

82 R1.10.17 R1.10.28
第一種動物取扱業者閲覧台帳
（令和元年１０月１７日現在。登録種別が「販売」又は「保管」であって、「犬」又は「ネコ」を取り扱う事業者の①申請者氏名、法人代表者
②事業所名称、所在地　③種別、登録番号、登録年月日、満了年月日　④動物取扱責任者　⑤取り扱う動物の種類及び数に限る。）

1 1
福祉保健局健康安全部
動物愛護相談センター

83 R1.10.21 R1.10.29

医療法人○○に係る平成２８年度～３０年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（平成３０年度のものに添付）　監事監査報告書

医療法人○○の定款

1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

84 R1.10.21 R1.10.29

(１) 東京都所管医療法人（社会医療法人を除く）に係る平成３０年度収受及び３１年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（会計年度が平成２９年４月２日以後に開始する
ものに添付）　監事監査報告書
(２) 社会医療法人○○に係る平成３０年度収受（２法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等
加算件数明細表　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付
表３（保有する資産の明細表）
(３) 社会医療法人○○に係る平成３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等
加算件数明細表　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　添付書類５（小児救急医療）　時間外等加算件数明細表
理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(４) 社会医療法人○○に係る平成３０年度収受（９法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　関係事業者との取引の状況に関する報告書（会計年度が平成２９年４月２日以後に開始する
ものに添付）　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－２（救急医療）　夜間等救急自動車等搬送件数明細表　理事、監
事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(５）社会医療法人○○に係る平成３０年度収受（２法人分）のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書　添付書類（構造設備及び体制）　添付書類１－１（救急医療）　時間外等
加算件数明細表　理事、監事及び評議員に対する報酬等の支給基準　書類付表３（保有する資産の明細表）
(６）社会医療法人○○に係る平成３０年度収受のもので、閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書
(７）医療法人○○に係る平成２４年度のもので、閲覧に供する次のもの
　損益計算書

1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

85 R1.10.21 R1.10.29

医療法人○○の平成２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　貸借対照表　損益計算書
医療法人○○の平成２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書

1 対象の公文書が提出されておらず、存在しないため
福祉保健局医療政策部
医療安全課

86 R1.10.24 R1.10.29
医療法人○○に係る平成２７年度～２９年度のもので閲覧に供する次のもの
　事業報告書　財産目録　貸借対照表　損益計算書　監事監査報告書

15 1
福祉保健局医療政策部
医療安全課

12 / 13 ページ



月
整
理
番
号

請　求
年月日

決　定
年月日

公文書の件名
総
枚
数

開
示

一
部
開
示

非
開
示

不
存
在

存
否
応
答
拒
否

1
号

2
号

3
号

4
号

5
号

6
号

7
号

8
号

9
号

非開示理由等 所管局部課等

決定区分 （根拠規定）条例７条

87 R1.10.24 R1.10.29 医療法人○○の事業報告等提出書添付書類のうち閲覧に供するもの 1 対象の公文書が提出されておらず、存在しないため
福祉保健局医療政策部
医療安全課

88 R1.10.28 R1.10.29
令和元年１０月２８日現在、開設の届出を受理している多摩立川保健所が所管する歯科診療所台帳のうち、立川市○○に所在する施設の①施設名
称及び②開設日。ただし、廃業を除く。 1 1

福祉保健局多摩立川保
健所生活環境安全課

89 R1.10.23 R1.10.31 多摩小平保健所管内西東京市の施術所台帳（あはき）（平成10年1月1日から令和元年10月23日まで） 2 1
福祉保健局多摩小平保
健所企画調整課

90 R1.10.16 R1.10.30
・平成２８年度東京都指導検査結果通知書、指導台帳、結果報告書及び検査書（港区福祉事務所）
・平成２９年度東京都指導検査結果通知書、指導台帳、結果報告書及び検査書（港区福祉事務所）

39 1 1

（7条2号）個人に関する情報で特定の個人を識別することが
できるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を
識別することができることとなるものを含む。）であるた
め。

福祉保健局生活福祉部
保護課

91 R1.9.5 R1.10.31 平成30年度民生委員研修資料全て 6 1 1 1 1

（７条２号）特定の個人を識別することができる情報もしく
は、公にすることにより、個人の権利利益を害するおそれが
ある情報であるため。
（７条３号）法人の事業運営上の地位その他社会的な地位が
損なわれると認められるものであるため。
（７条６号）都が行う研修事業に関する情報であり、公にす
ることにより、研修資料の作成等に支障を及ぼすおそれがあ
り、当該研修事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるため。

福祉保健局生活福祉部
地域福祉課

※　開示請求者の希望等により、上記に掲載していないものが１１件あります。
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